社会福祉法人登録免許税非課税証明願の必要書類等
■必要書類等
１．建物の所有権保存登記の場合

（１）証明願　
（２）表示登記の登記事項証明書（全部事項証明書）（原本）
（３）建築確認済証（写）

（４）建築検査済証（写）

（５）建物図面（付近見取図、配置図、平面図、立面図）（写）
（６）当該建物にて社会福祉事業を行うことを決議した理事会議事録（写）　※議案資料含む

（７）登記完了後直ちに基本財産に編入する旨の誓約書【当該不動産が法人基本財産になっていない場合】

※（１）については２部、（２）～（７）までは各１部提出願います。
２．土地・建物の所有権移転登記の場合
（１）証明願

（２）売買契約書又は贈与契約書（写）
（３）当該不動産の登記事項証明書（全部事項証明書）（原本）
（４）当該不動産の法務局備え付けの公図（写）
（５）建物図面（付近見取図、配置図、平面図、立面図）【建物の場合】（写）
（６）当該不動産を取得して社会福祉事業を行うことを決議した理事会議事録（写） ※議案資料含む
（７）事業計画書（任意様式）（原本）　
※当該不動産の用途・計画（スケジュール含む）、収支計画書等により具体的に記載願います。また、法人経営上、問題がないかどうかも併せて記載してください。
（８）登記完了後直ちに基本財産に編入する旨の誓約書【当該不動産が法人基本財産になっていない場合】

※（１）については２部、（２）～（８）までは各１部提出願います。
３．土地の賃借権・地上権の設定登記の場合
（１）証明願

（２）当該権利設定契約書（写）

（３）当該土地の登記事項証明書（全部事項証明書）（原本）
（４）当該不動産の法務局備え付けの公図（写）
（５）当該土地を借用し社会福祉事業を行うことを決議した理事会議事録（写）　※議案資料含む
※（１）については２部、（２）～（５）までは各１部提出願います。
■留意事項
（１）記載にあたっては、不動産登記簿に記載された物件の表示と同一にしてください。
（２）原本の写しを添付する場合は、適切な証明権者の原本証明を行ったものを添付願います。
（３）証明書の発行に関しては、手数料として１件３００円が必要となります。
（４）上記のほか、不動産の取得状況に応じて、追加資料を依頼する場合があります。
（５）内容によっては、証明できない場合があります。
（６）具体的な計画がなく、将来的に社会福祉事業をやりたいという不動産の先行取得や、法人経営を圧迫する可能性の高いものなどに対しては証明できませんので、あらかじめご了承ください。
